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デジタル化とは何か

私たちは「デジタル」と聞くと、様々なものを連想します。
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情報技術の進歩と「デジタル」の変遷
時代 キーワード 具体例 「デジタル」の意味

第1段階（1970年代）
表示や信号の方式として
のデジタル

アナログ vs
デジタル

デジタル時計、
電卓、
デジタル温度計

連続量ではなく離散値で扱う方式。工学
用語に近い。この時代の「デジタル」は
電子回路の方式の違いを指していた。

第2段階（1980年代）
記録媒体としてのデジタ
ル

CDとDAT コンパクトディスク（CD：
1982年発売）、DAT（1987
年）、MiniDisc（1992年）

音や映像をデジタル符号で記録すること。
この時代の「デジタル」は高品質・劣化
しない記録方式という意味合いが強い。

第3段階（1990年代）
コンピュータ化としての
デジタル

IT化 企業の基幹システム、
電子メール、ERP

業務をコンピュータで処理すること。紙
から電子へ。日本ではこの段階を「IT
化」と呼ぶことが多い。

第4段階（2000年代）
ネットワーク化としての
デジタル

インター
ネット

EC（Amazon）、
オンラインバンキング、
SNS（Facebook 、Twitter）

接続されること。リアルタイム化。この
頃から「デジタル社会」という言葉が使
われ始める。

第5段階（2010年代）
スマートフォンとプラッ
トフォーム

スマホ iPhone（2007→普及は2010年
代）、QRコード決済、
配車アプリ

生活のインフラとしてのデジタル。
UI/UXの改善。ここで初めて一般生活の
中のデジタルという意味が定着する。

第6段階（2018年以降）
DX(デジタルトランスフォー
メーション)

ビジネスモ
デルの変革

サブスクリプションクラウド
データ駆動経営

業務の電子化ではなく組織の変革。ここ
で「デジタル」は変革の象徴語となる。

第7段階（2020年代）
Web3

自律・分散、
非中央集権

ブロックチェーン、デジタル通
貨、トークン化、DAO、NFT

社会制度を置き換える可能性という期待。
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「IT化」と「デジタル化」の違い

区分 主対象技術 主業務 典型的スキル

IT人材
基幹系・オンプレ・
COBOL・ERP

安定運用・
業務システム維持

要件定義・保守・運用
管理

デジタル人材
Web・クラウド・
アプリ・AI

新サービス開発・顧客
体験設計

UX設計・アジャイル・
データ分析
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観点 主対象 境界 主目的 典型例 人材

IT化
社内業務プ
ロセス

組織内部中心 効率化・標準化
ERP・会計・
人事

基幹系IT人材

デジタル化
取引環境・
市場接点

組織外部まで
包含

関係構築・データ
獲得

EC・アプリ・
SNS・API

顧客接点・データ人材

「IT人材」と「デジタル人材」の分化



フィンテックという言葉が日本のメディアを
賑わし始めたのは、2015年頃のことだった。
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当時発行されたあるビジネス誌の表紙には、
FinTechと刻印された巨大なサメが、銀行の建物
を破壊し、海底に沈める様子が描かれていた。
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10年が経過した現在、当時予想されていた、
「フィンテック企業が従来の金融機関に置き換わり、
金融に革命をもたらす未来」は実現していない。



日本でもキャッシュレス支払額は増加した

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年

クレジットカード 49.8 53.9 58.4 66.7 73.4 74.5 81.0 93.8 105.7 116.9

デビットカード 0.8 0.9 1.1 1.3 1.7 2.2 2.7 3.2 3.7 4.4

電子マネー 4.6 5.1 5.2 5.5 5.8 6.0 6.0 6.1 6.4 6.2

コード決済 - - - 0.2 1.0 3.2 5.3 7.9 10.9 13.9

キャッシュレス
支払額合計

（対名目個人消費）

55.2

(18.2%)

60.0

(.20.0%)

64.7

(21.3%)

73.5

(24.1%)

81.9

(26.8%)

85.8

(29.7%)

95.0

(32.5%)

111.0

(36.0%)

126.7

(39.3%)

141.0

(42.8%)

（兆円）

（出典） 経済産業省 https://www.meti.go.jp/press/2024/03/20250331005/20250331005.html 8

ただし、そのほとんどは電子商取引化を受けた
クレジットカード利用額の増加によるもの。



（注） 世界銀行 Global Findex の統計データ（銀行
口座を持つ成人人口の比率、% of account holders 

(age 15+) 2011, 2014, and 2017)に基づく。なお、同
調査は同一ベースでのアップデートが存在しないが、
その傾向に大きな変化は確認されていない。

Kenya
42→75→82

India
35→53→80

China
64→79→80

Brazil
56→68→70

South Africa
54→70→69

2011

2014

2017
Russia

48→67→75

2011年⇒2017年 に金融革命が起きた一部の新
興国においては、「金融包摂比率」が倍増する伸
びを示し、先進国並みの80%にまで高まっている。
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フィンテックによる「金融のデジタル
革命」は、新興国を中心に進行した



中国はアリペイ、ウィーチャット

支付宝
（アリペイ）

微信支付
（ウィーチャットペイ）

アントフィナンシャル社の広報室に掲示されたパネル

アリペイは2014年から、ウィーチャットペ
イは2015年から利用が急拡大し、驚異的な
勢いで中国全土をキャッシュレス化した。

アリペイの運営主体であるアントフィ
ナンシャル社では、600万人の視覚障
碍者のための専用アプリを開発したり、
高齢の利用者に講習会を開催するなど、
アリペイの利用の裾野を広げるための
活動を行っているという。
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インドでは国民番号が電子決済の拡大に寄与
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レイヤー 目的 API

①プレゼンスレス・レイヤー オンライン上の本人確認 アドハー

②ペーパーレス・レイヤー 紙を減らし効率性を向上 eSign

③キャッシュレス・レイヤー
オンライン上のリアルタ
イムな金融取引

UPI

④コンセント・レイヤー
プライバシーの確保と
データ共有

Consent 
Artifact

インドの国民番号制度はインディア・スタックと呼ばれ、4つのレ
イヤーに分かれ、各々がオープンAPIで公開されている。
https://www.provej.jp/column/rg/india-upi/

UPI（Unified Payments Interface）はインド決済公
社（NPCI）が2016年に提供を開始したサービスで、モバ
イル端末から24時間365日、手数料無料で即時送金がで
きる。2016年11月、インド政府は、突然500ルピーと
1,000ルピーの高額紙幣を廃止した。両紙幣は紙幣流通
量の約9割にも相当し、人々はキャッシュレス決済に移行
せざるを得なくなった。2023年の年間決済件数は
1,177億件と、日本の全銀システムの70倍に当たる。

アドハーはインドの固有識別番号庁（UIDAI）によって運営さ
れており、国民の名前や住所、生体情報（顔写真・10指の指
紋・両眼の虹彩）が登録されている。国民1人ひとりに12桁の
数字からなるIDを発行し、役所などの公共機関や銀行はこの
固有のIDを使って社会保障の受け取りや銀行口座開設の本
人確認をスムーズに行うことができる。この生体認証技術は、
日本のNECが提供したものである



• 日経新聞 2022年12月26日 https://www.nikkei.com/article/DGKKZO67136580V21C22A2TL5000/

日本では、
キャッシュレスなのに現金増
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主要国における現金流通高の名目GDP比率の推移
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2022年11月、全国で実施されていた手形交換事務は廃止さ
れ、2026年には手形が廃止される予定となっている。従来
の物差しで測れば、金融業界のIT化は順調に進捗している
ようだが、、、、

https://www.zenginkyo.or.jp/news/2022/n110401/ https://www.bk.mufg.jp/info/electronic_exchange.html
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http://www.zenginkyo.or.jp/news/2022/n110401/
http://www.bk.mufg.jp/info/electronic_exchange.html


日本の金融業界は、1960年代から為替業務のシステム
化に取り組み、手形・小切手から全銀ネット決済への移行
を進めてきた。その移行は60年もの時間がかかった。

（資料）全銀協・決済統計年報（2022年版） https://www.zenginkyo.or.jp/stats/year1-01/2022/
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http://www.zenginkyo.or.jp/stats/year1-01/2022/


情報システムの進化と変遷

16総務省・情報通信白書(令和元年版)「進化するデジタル経済とその先にある Society 5.0」



日本の銀行業界における情報システム開発史
古いFISCの
金融情報シ
ステム白書
より引用。

最近はこう
した歴史が
語られるこ
とは少ない。

バンキング
システムの
開発世代が
第３世代ま
でとなって
いることに
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メインフレームの国内出荷額シェアは大きく低下

18https://www.imagazine.co.jp 2018-10-12

「日本では20％前後の割合でメインフレームの売上規模が推
移していますが、グローバルでは10％もなく、IDCグローバ
ルの分類では「メインフレーム」という項目自体がなくなっ
ています。日本はかなり特殊な市場であるわけです。」

IDC Japan株式会社福冨里志氏



ムーアの法則は、 「半導体の集積度は18か月で2倍になる」という経験則。それに伴い
ハードウェアのコストも下がる。しかし、なぜか金融業界においては、劇的な性能の向上
も、劇的なコストの低下もみられない。金融業界だけ、ムーアの法則が働かないのだろう
か？

主 要 な CPU に お け る
トランジスター数の推移

（縦軸は対数）

iPad2 と同等の計算
能力を持つハードウ
エアのコストの推移

（出典）Michael Greenstone and Adam Looney, "A Dozen 
Economic Facts About Innovation," HAMILTON PROJECT 
POLICY MEMO, 2011.

ムーアの法則
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日米の金融ＩＴの基本構造の違い

（出典）経済産業省FinTech研究会配布資料（富士通総研長堀泉氏作成）

日本の銀行の情報システムは、勘定
系システムを中心に密結合しており、
システムの一部の変更が全体に影響
するため、変化への対応が遅れがち
であった。

米国の銀行の金融ＩＴは、システム
間の連動が少ない疎結合であり、シ
ステムの一部の変更が全体に影響し
ないので、変化への対応が比較的柔
軟に可能であったと考えられている。

20



2015年の金融審議会
「金融グループを巡る
制度のあり方に関す
るワーキング・グルー
プ」に金融庁説明資料
として提出されたもの。

当時は様々な媒体に
転載されたが、その後
アップデートは行われ
ていない。

21



金融庁が2022年6月に公表したアンケート調査によると、
法人企業側から見て、インターネットバンキング契約の締結
率は、企業規模にかかわらず、 ９割程度となっている。

金融庁「金融機関の取組みの評価に関
する企業アンケート調査」

https://www.fsa.go.jp/common/about/ 
research/20220630/20220630.html
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http://www.fsa.go.jp/common/about/


ところが、多くの銀行において、
ネットバンキング契約のある法人
顧客は３割未満にすぎない

https://www.fsa.go.jp/singi/shomen_oin/shiryou/20201225/01.pdf
23

金融庁は、「金融業界における書面・押印・対面
手続の見直しに向けた検討会」を設置し、2020 年
６月から 12 月までの計９回にわたり、金融業界に
おけるこれまでの書面・押印・対面手続の見直し状
況の把握や、さらなる見直しに向けた課題や取組方
針について検討を行った。
その報告書では、法人顧客へのインターネットバ

ンキングの普及が捗々しくないという現状認識に基
づき、既存のインターネットバンキングサービスの
課題を列挙し、業界として考えられる対応を整理し
ている。
しかしながら、金融機関側にもユーザー企業側に

も、直ちに効果のある対応は存在せず、時間をかけ
た対応が必要となっている。



日本で金融のデジタル化が進まなかった理由
1990年代までの日本の銀行は、

・世界最先端級の基幹系安定運用能力

・大規模トランザクション処理

・厳格な統制・監査・可用性設計

を獲得し、「IT化の完成形に最も早く到達した産業の一つ」だった。

この成功は同時に、

・メインフレーム中心の集中設計

・変更に慎重な運用文化

・インターネット分離・区分統制のセキュリティ観

を強固な組織能力として固定化した。

その結果、外部API連携・クラウド・アジャイル開発・ゼロトラストといった新
時代のアーキテクチャとの親和性が低いという構造的摩擦が生じた。

これは経営の怠慢ではなく、過去の最適化の帰結である。
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BaaS （Banking as a Service）
とは、銀行（Bank）の持つサービス機能（Banking）
の中から、パートナー企業の課題解決に必要なもの
だけを、APIなどのFinTechを活用してスムーズに
提供。パートナー企業のお客さまにより良い顧客体
験を提供し、パートナー企業へのロイヤルティを醸成
します。

（住信SBIネット銀行ホームページより）
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住信SBIネット銀行の事例



GMOあおぞらネット銀行の事例

26（GMOあおぞらネット銀行ホームページより）

組込型金融（エンベデッド・ファイナンス）とは、非

金融事業者さまを含む事業者サービスに、決済・為替といった銀行機能を
組み込み提供することを指します。アプリケーションや、経理業務フロー
に、APIや振込入金専用口座（バーチャル口座）などを組み込むことで、事
務作業時間の削減やコストダウンに寄与します。また、新サービスを開発
したい事業者さまにとっても、自社のブランドやサービスの世界観の中で、
自然と銀行機能を組み込むことができます。



デジタル化の遅れは日本企業全体の”弱み”

デジタル化に対応できない中小企業、早く手掛けすぎてレガシーのままの大企業
⇒ 総務省や経産省もかねてより問題を指摘していた。

(1) ビジネスICTツールの利用状況の国際比較（総務省 通信白書 2018）

(2)デジタルトランスフォーメーション（DX）に向けた研究会報告書（経済産業省 2018）
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金融以外の産業に目を転じると
産業ごとのデジタル化の自然進行モデル

一般の産業界は「徐々に更新する余地」が残っていたため、クラウド・モバイ
ル・API化が自然に進行した。

金融・行政は、かつてのIT投資における最大の需要者であったが、

・大規模初期投資の沈没

・極端な安定性要求

・変更失敗コストの極大化

により、更新より維持が合理的な均衡となった。
28

産業タイプ 初期IT投資 競争圧力 顧客離脱可能性 デジタル化の進行様式

製造・流通 低 → 必要に応じ段階投資 高 高 自然淘汰型デジタル化

サービス一般 中 中 中 業務効率化中心のIT化

金融・行政 極高（早期に完成） 低〜中 低 完成型IT固定化



日本の政府のデジタル化はどうだったか？
1. 電子政府の起源（1990年代・米国）

産業競争力論と行政改革の中から登場
NII構想：制度基盤を情報ネットワークに適合させる構想
単なるオンライン化ではなく「社会制度の再設計」という発想

2. 日本の立ち遅れの本質
技術力ではなく制度・文化・組織の問題
インターネットへの警戒感、業務改革の遅れ
技術導入を制度改革に結びつける政治的契機が欠如

3. e-Japan戦略の限界（2001年〜）
理念先行、業務改革や情報共有の設計が不十分
電子申請＝紙の電子化にとどまる
省庁間のデータ連携不足

4. 転機と現在（2020年以降）
コロナ対応で問題が顕在化
デジタル・ガバメント実行計画、デジタル庁設置

29
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デジタル化のもう一つの側面
デジタル化は、コストを下げ、手続きを簡素化し、サービスを効率化して
きた。だからこそ、DX、FinTech、デジタルガバメントの推進は、国の
政策になった。

しかし、デジタル技術は最初から別の可能性も持っていた。
ネットワークは国家や企業から自由であるべきだという考え方

暗号技術と分散システムは効率化の道具であると同時に制度からの独立を
目指す技術でもあった。

• サイファーパンク

• ネット・リバタリアン

• ビットコイン

デジタル化には利便性を高める力と

制度を揺るがす力がある。

行政が慎重だった理由もこの点にある。
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サイファーパンク運動と暗号資産の系譜
1. Clipper Chip構想（1993年）

• 米国政府が提案した「国家がアクセスできる暗号チップ」の導入（FBI・NSA主導）。

• 鍵エスクロー方式：暗号鍵を政府機関が保管し、裁判所命令で復号可能とする設計。

• 技術者・市民団体・学者からの猛反発（EFF、暗号学会、AT&T Bell Labsの研究者な
ど）。

2. サイファーパンク運動の台頭
• Cypherpunk's Manifesto （Eric Hughes）（1993年）

• 暗号自由化（特にPGP、SSL等の拡大）

• 暗号を「国家から個人を防衛する手段」と捉える倫理。

• Tor等の匿名技術が普及。

3. サトシ・ナカモトによるビットコイン論文（2008年）

4. ロス・ウルブリヒトによるSilk Road事件（2011-2013年）

5. スノーデン事件（2013年）
32



ロス・ウルブリヒトとSilk Road事件

2011年
2月

ダークウェブ上に匿名マーケット「Silk 
Road」が開設される。TorとBitcoinを利
用。運営者は“Dread Pirate Roberts”を
名乗る。

2013年
10月1日

ロス・ウルブリヒトがサンフランシスコの
図書館でFBIに逮捕される。彼が“Dread 
Pirate Roberts”の正体であるとされる。

2015年
2月

ニューヨークの連邦地裁ですべての罪
で有罪判決。麻薬取引、マネーロンダリ
ング、ハッキング助長、違法企業運営な
ど7件。

2015年
5月

無期懲役（仮釈放なし）の判決が下る。
上訴は2017年に棄却され、刑が確定。

2025年
1月21日

トランプ大統領によって全面的かつ無条
件の恩赦を受け、連邦刑務所から釈放
された。
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暗号資産の二重構造 ─ 表と裏の乖離

•表 ＝ オフチェーン取引： 規制・AML・KYC・交換業者管理の対象。いわ
ば「可視化された市場」。交換業者がクリーンに維持している領域。

•裏 ＝ オンチェーン取引： 規制が及ばない匿名・自律的ネットワーク。
ブロックチェーン上で追跡可能で、取引の可視性は高いにもかかわらず、誰も
介入できない。犯罪資金や盗難資産が自由に移転している領域。

• そもそも、規制が成立するのは、国家が握っている「法的主体の領域」だけ。し
かし暗号資産は、「法的主体なき経済圏」を並立させてしまった。結果として、
「透明だが制御不能」「合法だが統治不能」という逆説的構造が生じる。
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取引所 取引所

採掘業者

オンチェーン取引

オフチェーン取引

ノード ノード

素人の利用者暗号資産取引のプロ

採掘業者

暗号資産取引の２つの類型の図解
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暗号資産取引の２つの類型
類型 オンチェーン取引 オフチェーン取引

概要

ビットコインの黎明期から続けられてきた取引方
法。利用者が自ら管理する秘密鍵でデジタル署名
を生成し、自らのアドレスを含む取引記録がブ
ロックチェーンに記録され、ブロックが伸延すれ
ば書き換えが事実上不可能になる。

2013年頃から増えてきた暗号資産の交換業者を
利用する取引方法。暗号資産は交換業者名義の
まま、交換業者のRDBで振替決済を行う。利用
者は秘密鍵やアドレスを持たず、ID、パスワー
ド等で認証する。

利用者

ビットコイン黎明期に参加した愛好家、
匿名による取引を希望する利用者、
国境を跨いで送金・支払をする利用者、
取引所間取引、採掘業者

暗号資産取引については素人である個人投資家、
暗号通貨の交換業者の顧客

メリット

取引がブロックチェーンに書かれるので取り消さ
れることがない。（ほぼ）匿名での取引が可能。
仮に交換業者にトラブルがあったとしても、ブ
ロックチェーンに記録された暗号資産は安全。

投資家自らが秘密鍵を管理する必要がなく、秘
密鍵の紛失や漏洩の被害を受けない。パスワー
ド等の簡便な認証手段で取引できるため、素人
でも取引できる。

デメリット
利用者自らがデジタル署名の秘密鍵を安全に管理
する必要があるため、技術に詳しい必要。秘密鍵
の紛失や不正利用があれば、暗号資産を失う。

取引は交換業者のRDBに書かれるだけなので、
交換業者だけが頼り。サイバー攻撃等で交換業
者が被害を受けると、資産を失うリスクもある。

36



ダグラス・ラシュコフによる超富裕層への批判

ダグラス・ラシュコフは『デジタル生存競争』（原題：
Survival of the Richest: Escape Fantasies of the Tech 
Billionaires）において、テック業界の超富裕層が核戦争・
気候危機・パンデミック後の「生存」に備え、ニュージーラ
ンドの僻地や地下にシェルターを建設し、火星移住を志向す
る宇宙開発を推進している実態を描き出し、大きな反響を呼
んだ。

本書では、現代のネット社会に蔓延する「テクノロジーに
よる制御への信仰」や、「人間関係や共同体よりも、効率・
最適化・スケーラビリティを優先する思考様式」を〈The 
Mindset〉と名づけ、鋭く批判している。その批判は、破壊
的で利己的な自由主義（右派）から、制度依存的で形式主義
的な正義（左派）に至るまで広く及ぶ。ラシュコフ自身は、
こうした二項対立を超えた「人間の関係性の再構築」や、
「地方レベルの自治と相互扶助」による脱イデオロギー的な
共同体の再生を志向している。
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共同体からの逃避という選択肢
共同体のシステムを変えるのではなく、システムから逃げる。ラシュコフが描い
てみせたのは、未来を設計することを放棄したテック=ビリオネアの姿だった。
地下シェルター、海洋都市、火星移住。そこにあるのは「共同体」ではなく、「個
別生存」の設計図である。
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信認の空白と制度の未来

• ヴォルテールは、「神が存在しないならば、それを発明しなければならない」と
述べた。秩序を支える象徴は、それが実在するか否かとは関係なく、人々が信
じることで機能する。

• 制度への信認も同様である。信じられているという事実そのものが制度を支え
ている。しかし近年、制度が信じられる理由を失いつつある。貨幣制度もその
例外ではなく、制度としての正統性は形式的に保たれていても、実質的な信認
は揺らいでいる。

• テクノロジーや富によって制度の外に避難しようとする動きは、制度の維持や
改善を放棄する態度に近い。制度が必要であるならば、その信認の根拠を再
構築する必要がある。現在の状況は、その再構築が行われないまま、制度の
空洞化が進行している段階である。
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「骨太の方針」に描かれたWeb3.0とNFT
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Web3.0が実現する分散化されたデジタル経済圏とは

「Web3.0時代には、NFTや暗号資産等のブロックチェーン技術を基盤とす
る分散化されたネットワーク上で、特定のプラットフォームに依存するこ
となく自立したユーザーが直接相互につながる新たなデジタル経済圏が構
築されようとしている。」 （自民党NFTホワ
イトペーパー、2022年3月）

⇒ この構想は、GAFA的集中を克服する理想として語られている。しかし、
Web3.0が依拠するオンチェーン取引は、暗号資産と同じく匿名性と無国境性を
前提としており、その「分散化」は統治不能性と表裏一体である。

個人が秘密鍵を自ら管理し、自己責任で資産を運用するという設計思想は、
社会的安全や消費者保護の枠組みとは根本的に両立しない。政府がこれを成
長戦略に取り込むことは、GAFAの支配を避けるどころか、より不可視で無責任
な仕組みを公的に承認する危険を孕む。本来、「分散化」は技術的アーキテク
チャの問題ではなく、社会的責任の所在をどこに置くかという統治設計の問題
である。 41



個人による秘密鍵管理が非現実的である理由

• 暗号資産やWeb3.0の仕組みでは、秘密鍵の管理がすべての基盤となる。し
かし、これは単なる「パスワード管理」ではない。秘密鍵は資産そのものであり、
失えば本人であっても取り戻せない。

• 秘密鍵を紙に書けば紛失・焼失のリスクがあり、PCやスマホに保存すれば
盗難やマルウェアで即座に失われる。ハードウェアウォレットを使っても、初期
化フレーズの保管場所が最弱点となる。つまり、どの方法にも人的ミスに依存
する脆弱性があり、社会的に期待される安全水準を満たさない。

• さらに、暗号資産の取引は不可逆であり、盗難時の補償も存在しない。法的
な責任主体もいないため、被害は「全損」で終わる。したがって、「分散化」とは、
金融システムを国や企業から解放することではなく、リスクと損失を個人に転
嫁する仕組みである。
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暗号資産交換業者へのサイバー攻撃事例

事件名
交換業者の国籍

発生年月
被害額（報道等に基づく概数）

円建て ドル建て 暗号通貨

Mt.GOX事件① 日本 2011年6月 7億円 875万ドル －

Bitfloor事件 米国 2012年9月 0.2億円 25万ドル 24,000 BTC

Mt.GOX事件② 日本 2014年2月 480億円 4.8億ドル 850,000 BTC

Poloniex事件 米国 2014年3月 0.6億円 55万ドル －

BitStamp事件 イギリス 2015年1月 5.8億円 500万ドル 19,000 BTC

Bitfinex事件 香港 2016年8月 66億円 6,600万ドル 119,756 BTC

CoinCheck事件 日本 2018年1月 580億円 5.3億ドル 526,300,010XEM

BitGrail事件 イタリア 2018年2月 182億円 1.7憶ドル 1700 XRB

Coinrail事件 韓国 2018年6月 44億円 4,000万ドル NXPS,ATC,NPER

Bithumb事件 韓国 2018年6月 35億円 3,100万ドル XRP ?

Zaif事件 日本 2018年9月 70億円 6,200万ドル BTC,MONA,BCH

Cryptopia事件 ニュージーランド 2019年1月 3.5億円 320万ドル ETH ?

Binance事件 マルタ（香港） 2019年5月 45億円 4000万ドル 7,000BTC

BitPoint事件 日本 2019年7月 30億円 2800万ドル BTC,ETH,BCH,XRP,LTC

QuadrigaCX事件 カナダ 2019年1月 220億円 2億ドル BTC、ETH、BCH

DMM Bitcoin事件 日本 2024年5月 482億円 3億ドル BTC



デジタル通貨を巡る報道が相次ぐ

• 日本経済新聞 2025年9月1日 日本経済新聞 2025年9月13日

• ここでいうデジタル通貨、預金のデジタル化とは、ステーブル
コイン（電子決済手段）の導入を意味している。
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「ステーブルコイン」とは何か
•「ステーブルコイン」としてよく知られているのはUSDTやUSDCであり、
暗号資産の一類型としてのイメージが強いが、日本の資金決済法、EUの
MiCA規制、米国のGENIUS法で規定されるかテーブルコインは、USDT
等とは全く異なる設計思想・制度的性格を持つ。

•各国規制当局は「きれいな制度」を整備しようとしているが、実際に使
われるステーブルコインの多くは法規制上もグレーな存在であり、将来
どう着地するか不透明。
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暗号資産全体の時価総額とステーブルコイン残高の推移

出所：CoinMarketCap

（兆ドル）
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地域別の暗号資産取引額に占めるビットコインとステーブルコインのシェア

出所：「The 2024 Geography of Crypto Report」（Chainalysis）

中東・ 西アフリカ 東欧 南米 東アジア サブ 西欧 北米
東アフリカ サハラ地域

ビットコイン

ステーブルコイン

暗号資産
決済以外
の用途
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ステーブルコインの制度的分類と実態の乖離

きれいな制度は整備されたが、実際に市場で広く流通しているのは「制度
外」のものが中心。規制されるものは制度内で透明だが、魅力が乏しく利
用されにくい。一方で、制度外のステーブルコインは、匿名性・自由度の
高さから支持を得る。

区分 ステーブルコインの例 概要

✅ 制度内
日本国内の電子決済手段、
MiCA準拠型e-money token、
GENIUSライセンス型

発行者・媒介者を厳格にライ
センス化。法的制度に準拠。
AML/CFT体制を（一応）具備。

⚠️ 制度外
USDT、USDC、USDe、DAI、
FRAX、TerraUSD（崩壊）、
Binance USD（発行停止）

法域に属さない。実態不透明。
KYC・AML/CFT体制に不備。
DeFiと連動。
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既存の銀行制度との比較：安全装置の欠如

銀行預金には預金保険制度（日銀ネット接続による決済リスク抑制）など、
国家制度に裏付けられた安全装置が備わっている。

“きれいな制度”同士の競争では、銀行預金や現金の方が圧倒的に有利。

銀行制度が備える安全装置 ステーブルコイン（電子決済手段）

LLR（最後の貸し手機能） 発行者破綻時の保全手段が限定的

預金保険制度（ペイオフ） 信託保全があるものの十分とは言えない

破綻処理制度（清算・承継） スマートコントラクト等の技術的仕組みに依存

全銀システム、日銀ネット接続
等による即時決済インフラ

インターネット上のP2P取引
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ステーブルコインと分散型金融の理想と現実
・日米欧において、いずれも「きれいな制度枠組み」は整備されたが、実
際に流通するステーブルコインの殆どは制度外のものなので、AML対
策は尻抜け状態となる。

・将来的にも、制度内ステーブルコインの利用が大きく拡大するとは考
えにくい。制度内ステーブルコインは、1930年代にアーヴィング・フィッ
シャーが唱えた「100％準備マネー」に近い。しかし、安全資産の運用利
回りは低く、システム維持には相応のコストがかかるため、ビジネスとし
て成立させるのは容易ではない。それはフィッシャーの構想が商業的に
定着しなかった理由でもある。

・制度外ステーブルコインは暗号資産と密接に繋がっており、国境を越
えた匿名取引が可能である限り、どの国も統治は不可能であろう。
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本日のまとめ

デジタルは必要である。

しかし、すべてのデジタルが望ましいわけではない。

重要なのは、

良いデジタルを選ぶことである。

変えるべきものと守るべきものを見極めながら

デジタル化を進めていく必要がある。
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